
   大垣市事後審査型条件付き一般競争入札実施要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、大垣市契約規則（昭和３９年規則第７号。以下「規則」と

いう。）に定めるもののほか、本市が発注する建設工事に係る事後審査型条件

付き一般競争入札について必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において「事後審査型条件付き一般競争入札（以下「事後審査

型入札」という。）」とは、入札後に入札価格の低い者から順に入札参加資格の

審査を行い、その者が適格である場合に落札を決定する入札の方法をいう。 

 （対象工事） 

第３条 事後審査型入札の対象工事は、設計金額１，０００万円以上の建設工事

から市長が選定する。ただし、設計金額２，０００万円以上の建設工事につい

ては、大垣市業者指名審査委員会設置要綱（平成１０年告示第３３号）第１条

の大垣市業者指名審査委員会（以下「指名委員会」という。）において選定す

るものとする。 

 （参加資格） 

第４条 事後審査型入札に参加しようとする者は、次に掲げる要件に該当する者

でなければならない。 

⑴ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該

当しない者 

⑵ 規則第２条の規定による公告（以下「公告」という。）を行う日（以下「公

告日」という。）において、規則第２１条第２項の名簿に登録されている者 

⑶ 公告日から入札の日までの間において、大垣市入札参加資格停止等の措置

要領（平成１１年４月１日制定）第２条の資格停止を受けていない者 

⑷ 公告日から入札の日までの間において、大垣市が行う契約及び交付する補 

助金等からの暴力団排除に関する措置要綱（平成２３年１月４日制定）第５

条の入札参加資格停止措置を受けていない者 

⑸ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条第１項又は第２項の規

定による更生手続開始の申し立て（同法附則第２条の規定によりなお従前の



例によることとされる更生事件に係るものを含む。）をした者にあっては、

同法第１９９条第１項若しくは第２項又は第２００条第１項の規定による

更生計画認可（同法附則第２条の規定によりなお従前の例によることとされ

る更生事件に係るものを含む。）の決定を受けている者 

⑹ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条第１項及び第２項の規

定による民事再生手続開始の申し立てをした者にあっては、同法第１７４条

第１項の規定による再生計画認可の決定を受けている者 

⑺ 建設業法（昭和２４年法律第１００号）第８条各号の規定に該当しない者 

⑻ 入札に参加しようとする者の間に資本関係又は人的関係がない者 

⑼ 前各号に掲げるもののほか、市長が対象工事ごとに特に必要と認めて定め

る要件を満たしていると認められる者 

 （入札の公告） 

第５条 公告は、市役所前掲示場及び市ホームページへの告示（第１号様式）の 

掲示により行うものとする。 

（設計図書等の閲覧） 

第６条 市長は、一般競争入札の対象工事に係る図面及び仕様書等（以下「設計

図書等」という。）を、総務部契約課（以下「契約課」という。）、市ホームペ

ージ及び電子入札システムにおいて閲覧できるものとする。 

 （入札参加申請） 

第７条 事後審査型入札に参加しようとする者は、当該入札の公告において指定

した方法により事後審査型条件付き一般競争入札参加申請書（第２号様式。以

下「申請書」という。）を提出しなければならない。 

 （申請書の審査） 

第８条 市長は、前条の申請書を審査のうえ、その結果を申請した者に対し速や

かに通知するものとする。 

 （設計図書等の貸与等） 

第９条 前条の審査を通過した者（以下「審査通過者」という。）は、入札に先

立ち現場や設計図書等を熟知するため、定められた期間内において設計図書等

の貸与を受けることができる。 

２ 審査通過者は、現場や設計図書等について疑義があるときは、定められた期



間内において質問書を提出することができる。 

３ 前項の質問書は、電子メールにより契約課に送付するものとし、郵送又は電

送によるものは受け付けないものとする。 

４ 市長は、第２項の質問書の提出を受けたときは、質問者に対し速やかに回答

するものとする。 

 （入札保証金及び契約保証金） 

第１０条 入札保証金及び契約保証金は、次に掲げるとおりとする。 

⑴ 入札保証金 免除 

⑵ 契約保証金 納付（金融機関の保証をもって代えることができる。）。ただ

し、公共工事履行保証証券による保証を付し、又は履行保証保険契約の締結

を行った場合は、免除 

 （現場説明会） 

第１１条 現場説明会は、市長が特に必要と認める場合を除き、実施しない。 

 （入札） 

第１２条 事後審査型入札は、入札に参加しようとする者が入札書を該当入札の

公告において指定した日時までに指定した方法で市長に提出することにより

行う。 

 （開札） 

第１３条 開札は、該当入札の公告において指定した日時、場所において公開で

行うものとする。 

２ 前項の開札において同じ価格をもって入札したものが２以上あり、くじにな

った場合は、大垣市電子入札運用基準に定めるところによる。 

３ 事後審査型入札においては、最も入札価格の低い者から順位を決定し、かつ、

第１５条の規定により落札者決定するまで最も入札価格の低い者から順に入

札参加資格の審査を行い後日落札決定する旨の宣言をし、開札を終了するもの

とする。 

４ 市長は、落札候補者の入札価格が、低入札価格調査基準価格を下回った場合

で、低入札価格調査制度を採用するときは、落札候補者に対し、低入札価格調

査制度に基づく調査を行う旨を通知するものとする。 

 （確認申請書等の提出） 



第１４条 市長は、開札後、次条の規定により落札者が決定するまで、最も入札

価格の低い者（以下「落札候補者」という。）から順に事後審査型条件付き一

般競争入札参加資格確認申請書（第３号様式）及び入札参加資格確認に必要な

書類（以下「確認申請書等」という。）の提出を求めなければならない。 

２ 落札候補者は、当該確認申請書等の提出を求められた日から起算して２日

（土曜日、日曜日及び祝祭日を除く。）以内に、確認申請書等を契約課へ提出

しなければならない。 

３ 前項に規定する提出期限内に確認申請書等を提出しないときは、当該入札は、

無効とする。 

 （入札参加資格の審査） 

第１５条 市長は、前条第２項の規定による確認申請書等の提出があったときは、

当該落札候補者が入札参加資格を有しているかどうかを確認申請書等により

審査し、審査の結果、入札参加資格を有している場合は、落札者とする。 

（落札決定の通知等） 

第１６条 市長は、前条の規定により落札を決定したときは、当該落札者にその

旨を速やかに通知するものとする。 

２ 市長は、前条の審査の結果、落札候補者が入札参加資格を有していないこと

を確認したときは、落札候補者に対して事後審査型条件付き一般競争入札参加

資格不適格通知書（第４号様式）によりその旨を通知するものとする。 

３ 前項の通知を受けた落札候補者は、同項の通知を受けた日から起算して２日

（土曜日、日曜日及び祝祭日を除く。）以内に、その理由について市長に対し

書面で問い合わせることができる。 

４ 市長は、前項の問い合わせを受けたちきは、速やかに当該問い合わせをした

者に書面により回答するものとする。 

 （入札結果の公表） 

第１７条 落札決定したときは、速やかに入札結果を閲覧等できるよう公表する

ものとする。 

 （異議の申立て） 

第１８条 入札参加者は、入札後において、規則、図面、仕様書、契約書等につ

いての不明を理由として異議を申し立てることができない。 



 （その他） 

第１９条 この要綱の実施に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成１７年５月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成１８年３月２７日から施行する。 

  附 則 

 この要綱は、平成２０年５月１日から施行する。  

附 則 

 この要綱は、平成２３年４月１日から施行し、同日以降に公告する事後審査型

条件付き一般競争入札から適用する。 

附 則 

 この要綱は、平成２６年４月１日から施行し、同日以降に公告する事後審査型

条件付き一般競争入札から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２８年４月１日から施行し、同日以降に公告する事後審査型

条件付き一般競争入札から適用する。 


